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賃上げの有効領域

大　　西　　　広

　賃上げは急激た雇用減を結果しないかきりそれ白身としては消費需要を拡大

させる。しかし，それが必ずしもマクロ政策的に支持されないのは賃上げは他

方で限界生産費の上昇による稼動率の低下と，利潤減＝資本の限界効率低下に
　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ）
よる投資の縮小をもたらすからである。したが って，われわれの賃上げ評価は

それらの諾効果の全体を見てはじめてなされるものでなげれぱならない 。

　筆者は前稿（ｒ不均街調整 メカニ ズムと下方硬直賃金」ｒ立命館経済学』第３４巻第２

号， １９８５年６月）において，生産物市場と貨幣市場の不均衡調整メカニ ズムを内

生化したモデ ノレを使って，下方硬直的な実質賃金の経済への影響を調べた。本

稿では，さらに，貨幣賃金が先導的に上昇する場合の国民経済への影響を調べ

る。 この場合，もちろん，賃金上昇のマクロ 的たメリットとデメリットがとも

により意識的に検討される 。

Ｉ　モ　　デ　　ル

本稿のモデノレは次のとおりである 。

　　・一・（与）十～…

Ｈ（与）

冗：ｓ－Ｄ

ｓ＝ｙ－Ｄ

１つ １つ 。＝ア（冗）　ア＜Ｏ，ア（冗＊）：Ｏ

　　　　　　　　　　　　　（３２３）
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　　　ひ一 ”一Ｌ、（ｙ）一Ｌ、（。）Ｌ
，１

＞Ｏ，Ｌ、くＯ 　　　　　（・）
　　　　　１）

　　　トプ．。＝９（ひ）　９〈Ｏ　　　　　　　　　　　　　（７）

　ここで，Ｓ，ｙ，冗，冗＊，刀，１，Ｐ，ひ，班，Ｌ 。，
Ｌ。，ブはそれぞれ，総供給 ，

総生産，在庫ストヅク ，「最適在庫ストヅク」，総需要，在庫純増，物価水準 ，

貨幣の超過供給，名目貨幣供給，貨幣の取引需要，貨幣の投機的要素，利子率

である 。

　まず，（１）式において，総生産は賃金で測った価格（賃金に対する一般生産物の相

対価格＝実質賃金率の逆数）の増加関数となっている。それゆえ，ここにおいて

は， 賃金上昇が限界生産費の上昇を通じて生産（稼働率）の減少をもたらす径路

は内生化されている 。

　次に，（２）式の総需要関数については，本稿の場合，前稿と異って必ずしも

ｎ＜Ｏを前提としたい。それは以下の理由による 。

　最初に述べたとおり ，本稿では賃金（実質賃金）の上昇による消費需要増と投

資減の大小関係に注目する。今，消費需要をＣ，投資需要を１とおけぱ ，

・一・（与）・＜・

・一峠）ア＞・

したが って，政府支出や輸出入を無視すれは，総需要は ，

・（多）一・（与）・ぺ弄）ひ一｝姜・

とたり ，１っ／Ｗの増加関数であるか減少関数であるかは確定できない。よっ て，

本稿ではそのどちらの場合をも検討の対象とする 。

皿　賃上げの政策効果

まず，（５）式の両辺を〃で全徴分して変彬すれば ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（３２４）
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次に，Ｗ１１〕 をｗで全徴分し，（８）を代入すれぼ ，

１

点劣）一去一 劣蒜 一、．ｌ
　　　　　　　　　　　　　　　　　ｗ

Ｐ

ア（ｙ’一ひ）

（９）

となる。この時 ，

給一 鳥一一 幕ｒ、ポヅ）

鼎一一 幕ヘギ舌）

〃　　加
ゴｗ７一ゴ丁ヅー

慕（・しひ） メヅ（劣）

包ｃ）

（功

（均

３ひ
〃　　　　　　　　　Ｐ
ＰＷ

・ア’（ｙ」刀１）十Ｌ
１’

豚・ 「

６ｗ 　　１１　　　１’（ｒ 一ひ）
　　ｗ

（均

〃
ゴｗ ＝
イみ八Ｈ）・・

１’
弄・ ｒｌ

１一
１

ｗ

一見してわかるとおり ，

ア’（ｒ 一ひ）

これらの値の符号は ， ひ， （ｙ１一ひ） ，

（１４）

　　１
１一一！１（ｙ

ｌ

　ｗ
一ｎ）／の符号に依存している

。したカ ・一 て， 〃の領域に応じて
・（・）一（１・

の符号がどうなるかを調べてみよう 。

（Ｉ）　１）一＜Ｏのケース

この場合，（８）～（１４式は以下の符号をとる 。

６Ｐ

〃＞Ｏ ・

。毛、（劣）＞・
・

〃　　加
〃一 〃＜Ｏ

・

♂ｙ　　心

〃一 〃＜Ｏ
・

６ひ　　　　〃〈〃…妻Ｏ
・〃葦Ｏ

６Ｐ

〃＞Ｏ

つまり ，物価は上昇するが，実質賃金率も上昇する。そのため，総生産，総

（３２５）
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供給は減退するが，他方で総需要は増大し，生産物市場の超過供給は縮小する 。

また，貨幣市場の変動方向については確定できたい 。

　（Ｉ）　Ｏ＜Ｄ’＜ｒのケース

　この場合は以下のとおり 。

　　　差弄・・、分（劣）・・多茅 一幕・・ 緒・・

　　　ヂみ一籍＜・多牡紅・
　つまり ，この場合も物価は上昇するが実質賃金率も上昇する。総生産（した

がっ て， 総供給）と総需要はここではともにｗ１１っ の滅少関数であるから，これ

らは減退する。また，ここでも貨幣市場の変動方向は確定できない 。

　　　　　　　　　　　　　　ｗ　（皿）　◎Ｏ＜「＜Ｄ
’・

■＜ｒ
＿Ｄｌのケース

　このとき，（８）～０４の各符号は ，

　　　幕・叫、１、（多）・・多与一幕 ・ら 絆・・

　　　〃　　加　　　　　６０’　　　　〃
　　　〃 一〃＜Ｏ・〃＜Ｏ・〃＞０

とたる。したが って，この場合物価は名目賃金率を上まわる高騰をし，実質賃

金率を逆に切り下げる。しかし，そのために総生産，総供給と総需要は増大

し， 在庫は減少する。また，貨幣市場の超過供給は縮小するが，利子率は上昇

する 。

　　　　　　　　　　　　　　ｗ　（皿）　　Ｏ＜「＜Ｄ
’・ ア’

＞ｒ ＿１）１のケース

　この場合の（８）～岬の値は ，

　　　多弄・・、缶（多）・・多弄一幕・・隻争・・

　　　〃　　加　　　　　６ひ　　　　　か
　　　〃 一〃＞Ｏ・〃＞Ｏ・〃＜Ｏ

である。よっ て， この時には物価が下落するという事態が発生するため，実質

賃金率の異常な上昇が生じ，そのため総生産，総供給，総需要は大きく縮小す

　　　　　　　　　　　　　　　　（３２６）
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る。 また，Ｄ’＞「より在庫は積み増しされる 。貨幣市場の超過供給は増大す

るから，利子率は下落する 。

　以上の諸結果は第１表にまとめられる。また，以上の領域を，Ｄ’プ’平面に

図示すれば，第１図のようになる 。

　　　　　　　　　　　　第１表賃上げの政策効果

Ｄ１ アの領域 ｐ　匹　元　 １　 ８　 ｙ　Ｄ　 プ　エ１Ｌ。ひＰ

（Ｉ）Ｄ
１＜０

十十一一一一十　？　一　？　？
（１）Ｏ＜ひ＜〃 十十一一一一一？一？　？
（皿）０＜Ｗ＜Ｄ１

　　町◎ア〈ｒ＿Ｄ
ｌ 十一一一十十十十十一一

（皿）Ｏ＜ｙ「＜刀１

　　ｗ＠戸＞ｒリ
１ 一十十十一一一一一十十

第１図

プ

Ｏ Ｙ１ Ｄノ

〃〃〃 （１） （皿）　 ７
一Ｗ〃／＝ ＿Ｄ

‘

／１

皿政策論的含意

　前節で検討した４つのケースのうち，最もありうるのは，（皿）の場合であろ

うと考えられる。すなわち，実質賃金率が上昇した際の投資の減少分が消費の

増加分を上まわり ，かつ，物価の上昇と実質賃金の上昇が生じるようなヶ一ス

　　　　　　　　　　　　　　　　（３２７）
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　　　２）

である。そして，この場合には総需要や総生産，総供給が減退しているから ，

一般には賃上げは国民経済に良い影響を与えないと言える
。

　しかし，この賃上げと同時に政策的な総需要拡大策がとられれは，経済は実

質的に（Ｉ）の領域に存在するようになる。つまり ，政府支出の拡大か，貨幣供

給の拡大，あるいは投資減を防ぐに十分な金利の引き下げが行なわれれぱ，総

需要の拡大も生じうるのである。ただし，この時には更なる物価の上昇と，在

庫の滅少が生じるから，こうしたケースが支持されるのは，物価が下落あるい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
は安定し，生産物市場に超過供給（過少需要）が存在するような不況期である 。

　実質賃金の上昇がもたらす総需要の縮小が総生産の縮小より大きくたるよう

たケース（皿）　（Ｄ’＞「＞Ｏ）の場合に，名目賃金の引き上げが総需要や総生産

　　　　　　　　　　　　　　　ｗを滅退させないためには，ア＜ｒ ＿１）’つまり ，ア’が十分小さくなげれはなら

たい。ここで，ア’は負であるから，これはげ’１が十分大きいこと＝市場不均衡

に対する価格の調整速度が十分速いことを意味する。それはどのような場合で

あろうか 。

　われわれの価格調整関数（５）式において物価が反応するのは，在庫の存在量に

対してであるが，その存在量のとの水準においても価格の調整速度が等しいと

想定することは適切ではない。おそらく ，最適在庫ストック量 冗。 の水準から

遠ざかるに従って，生産物市場の調整の必要は高まり ，各取引主体の行動は価

格のより速やかな変動を促すであろう 。それゆえ，われわれはアの彩状を以下

のように想定する。すなわち ，

　　　　　　　　　　　　　　　ぴ　　　ア＜Ｏ・ア（厄＊）＝Ｏ・６１Ｈ・一＜Ｏ

図示すれば，第２図のようになる 。

　図で言えぽ，（皿）のケースで◎となるのは＠◎の領域，すなわち，かなりの

活況局面か，かなりの不況局面である。しかし，（皿）◎の場合には，総生産

（総供給）や総需要は増大するものの，大幅な物価の上昇や，在庫の切り崩しが

発生するから，賃上げが政策的に支持されるのは，結局図の◎の領域，すなわ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）５）
ち大きた不況局面に限られることがわかるのである。ただし，この◎の領域で ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（３２８）
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　　　第２図
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経済が好転するのは，第１表から明らかなとおり ，賃金の上昇率以上に物価水

準が上昇し，賃金に対する生産物の相対価格が引き上げられるからに他ならな

い。 とすれぱ，そのようたヶ一スの現実的な存在可能性も，常識的に見てそう

大きいとは考えられたい 。

　以上，本稿では，短期マクロ 経済に対する賃金上昇の諸効果を不均衝モデル

を用いて調へた。その結果，次のような諸条件が整えぱ，賃金上昇がマクロ 経

済に望ましい効果を与えうることがわかった。すなわち，賃金上昇と同時に積

極的財政金顧政策を発動する余裕が政策当局にあり ，また，生産物市場におい

て超過供給が存在する不況局面であるという条件である 。

　ただし，このような諾条件が整うケースは，最今のように財政危機，海外に

おげる高金利等が存在する下では極く限られて来ると考えられる。また，筆者

が前掲拙稿において述べたように，供給制約期などには賃金上昇（あるいは，実

質賃金の下方硬直）は支持されない。つまり ，それほど，賃金政策は他の諸条件

に依存してその有効性が変化するのである。賃金決定に関わる様々た経済的政

治的主体の合理的行動が望まれるのはこのためである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（３２９）
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　１）投資減を上まわる消費の増大が生じ短期的にはマクロ経済が改善できたとして

　　　も，投資減は長期的な成長率の減退をもたらすという間題がある。しかし，本稿

　　　ではその間題は扱わず，短期の効果のみを検討する 。

　２）　 これは多くのマクロ 計量経済モデルのシミュレーシ ョソ結果が示すところであ

　　　る。筆者が作成した供給曲線を含むマクロ 計量モデル（拙稿ｒマクロ 計量モデル

　　　におげる供給曲線の内生化」京大ｒ経済論叢』第１３１巻第３号，１９８３年３月，参
　　　照）による，貨幣賃金率の１％引き上げのシミュレーショソ結果は第２表に示さ

　　　れている。この場合も，第１年度の総需要を除く実変数は，第１表のケース（皿）

　　　と同じ変動方向を示している。すなわち，賃金上昇による消費増を，投資減が上

　　　まわることによっ て総需要の減退が生じ，同時に，総生産と生産物の超過供給の

　　幅の減少と物価水準の上昇が生じ。ている 。

　　　　　　　　　第２表貨幣賃金率１％引上げの政策効果

物価水準 実質 在庫純増 総生産 総需要 総消費
家計住宅

賃金率 （実質値） （実質値） （実質値） （実質値）建　　設
総投資

（実質値）
（実質値）

単位
７５暦年＝ 万円／
１００．０ 人・年

１０億円 １０億円 １０億円 １０慮円 １０億円 １０億円

第１年度 Ｏ．
１ １． ５７ 一１１２．８ 一１０５．１ ７． ７ １４９．７ ４１ ．８ 一１６０．９

第２年度 ０． ４ ３． ２２ 一２３６ ．２ 一２９７．７ 一６１ ．５ ３９０．６ ８５ ．１ 一４９４．３

第３年度 ０． ７ ７． １７ 一３８７．２ 一７３４．５ 一３４７．３ ６８７．３ １２９．８ 一１ ，１１９．２

第４年度 １． ２ ６． ４４ 一５７４．５ 一１ ，５９２．２ 一１ ，０１７．７ ９８２．３ １６３ ．２ 一２，１６５．９

第５年度 １． ８ ８． ５２ 一７１７．３ 一２，３６５．６ 一１ ，６４８．３ １， ２６４．８ １８３ ．１ 一３，１３１ ．６

５年平均 ０． ８ ５． ３８ 一４０５．６ 一１ ，０１９ ．０ 一６１３ ．４ ６９４．９ １２０．６ 一１ ，４１４．４

　　ユ）７５年度以後の５年間についてシミュレーションを行った 。

　　２）数値はシミュレーションの解一ファイナルテストの解 。
　　３）実質値は７５暦年価格である 。

３）賃金上昇が，不況期においてより効果的であるとの結論を奇異に感じる読者が

　いるかも知れない。その理由はこうであろう 。すたわち，賃金上昇は，投資減に

　よっ て， 不況期におげる需要不足をもたらし，経済をさらに悪化させるであろ

　う ，と。しかし，この（Ｉ）のケー刈こおいては，賃金上昇による投資の減少分

　を，消費や政府支出の増加分が上まわると仮定されているから，上記の結論は何

　ら奇異たものではない 。

４）　図の＠の領域，すたわちかたりの活況局面においてもしこうした賃上げが行な

　われると，在庫が更に切り崩され，ますます生産物市場の超過需要（過少供給）

　は激しくたる。この時には，こうした不均衡の累積が生じる恐れがある 。

５）　このケースでは利子率の上昇が予想される。したがって，こうした大きた不況

　局面に，過少投資＝過少貨幣需要による低利子率が存在していることが，賃上げ

　が支持されるもう一つの前提条件である 。

（３３０）


